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2002年選挙運動資金改革法をめぐるアメリカ合衆国連邦最高裁判決
桐原 康栄

2003年12月10日、アメリカ合衆国連邦最高裁

判所は、2002年超党派選挙運動資金改革法

（Bipartisan Campaign Reform Act  of

2002：BCRA）の主要な規定をほぼすべて合憲

とする
(注１)

判決を下した。

同法は、1971年連邦選挙運動法（Federal
 

Election Campaign Act of 1971：FECA）等

を大幅に改正したものであり、これまで法律に

よる
(注２)

制限のなかったソフトマネーに初めて規制

を加えるなど、画期的な内容を含んでいる。

連邦選挙運動法は従来、連邦選挙に直接影響

する資金（ハードマネー）のみを規制の対象と

していた。このため政党は、党勢拡大など連邦

選挙以外の一般的政治活動に用いるという名目

であれば、企業や労働組合、資産家等から無制

限に資金を集めることができたのである。こう

した連邦選挙運動法の規制外で流通する政治資

金は「ソフトマネー」と呼ばれ、1996年選挙以

降、急速に増加して
(注３)

きた。

ソフトマネーは、連邦選挙以外の活動、すな

わち、州及び地方選挙に関する活動や政党によ

る投票促進運動、テレビ広告等に充てられてき

た。しかし、実際には連邦候補者の氏名等に言

及する広告であっても、当該候補者の当選又は

落選を明確に主張するものでない限りは連邦選

挙運動法の規制対象とならないため、候補者の

当落に関する直接的な表現を使わない「争点広

告（Issue Advocacy）」が盛んに流されるように

なった。

こうした中で、2002年３月、政党によるソフ

トマネー調達等を原則禁止するとともに、選挙

前の政治広告等に制限を加えることを目的とす

る超党派選挙運動資金改
(注４)

革法が成立した。

しかし、アメリカ合衆国においては、多額の

費用を要するマス・メディア選挙が定着してお

り、選挙運動資金の規制は実質的に政治的言論

を制限するものであるとの認識が存在してい

る。このため、超党派選挙運動資金改革法の主

要な規定について、合衆国憲法修正第１条の保

障する表現の自由を侵害するなどとして、11件

もの違憲訴訟が提起された。

これらの訴訟は、「マコーネル上院議員対連邦

選挙委員会」事件に併合され、2003年５月２日

にコロンビア特別区連邦地方裁判所判決、そし

て2003年12月10日には連邦最高裁判所の判決が

下さ
(注５)

れた。

１ 事実の概要

⑴ 超党派選挙運動資金改革法の概要

2002年３月27日に成立した超党派選挙運動資

金改革法（以下「法」という。）の主要な規定の

内容は、以下のとおりで
(注６)

ある。

・政党の全国委員会がソフトマネーの調達及び

拠出等を行うことを禁止

・政党の州及び地方委員会が連邦選挙活動に関

してソフトマネーの調達及び拠出等を行うこ

とを禁止（ただし、個人や企業等から年間１

万ドルまでの寄附を受領することは認める。）

・連邦候補者及び公務員が連邦選挙に関してソ

フトマネーの調達及び拠出等を行うことを禁

止

・選挙前の政治広告のカテゴリーとして、新た

に「選挙運動通信（Electioneering Communi-

cations）」を設け、「明確に特定された連邦候

補者に言及し、本選挙等の前60日間又は予備

選挙等の前30日間に行われる放送等」と定義
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・企業及び労働組合等の資金によって選挙運動

通信を行うことを禁止（ただし、非営利団体

等が一定要件の下で行う選挙運動通信は認め

る。）

・選挙運動通信の製作又は放送のために年間１

万ドルを超える費用を支出する者に対し、そ

の金額及び氏名等の届出を義務付け

・政党がその公認候補者のために行う支出につ

いて、当該候補者等と協調して行う調整支出

（Coordinated Expenditures）又は候補者等

との協調なしに単独で行う独立支出（In-

dependent
(注７)

Expenditures)のいずれかを選択

して行うことを義務付け

・個人が連邦候補者等に対して行うハードマ

ネー寄附の上限を引き上げ、候補者委員会に

対しては選挙ごとに2000ドル、政党の全国委

員会に対しては年間２万5000ドルまで等に増

額

・18歳未満の未成年者が政党又は連邦選挙候補

者に対して寄附を行うことを禁止

・選挙運動費用を自己資金から支出する大富豪

（millionaires）の対立候補者に対し、ハード

マネー寄附の上限を緩和

⑵ 原告側の主張

原告は、マコーネル上院議員をはじめとする

上下両院の連邦議会議員、共和・民主両党の政

党組織、全米ライフル協会、米国商工会議所、

米労働総同盟産業別会議（AFL-CIO）など、80

を超える個人・団体である。

これらの原告は、アメリカの政治資金規制に

関するリーディングケースである「バックリー

対バレオ事件判決（424U.S.1（1976））」を引用

し、法のソフトマネー及び選挙運動通信に関す

る規定は、憲法修正第１条の保障する表現の自

由に抵触すると主張した。

バックリー判決において最高裁は、いわゆる

「マジック・ワード（Magic
(注８)

Word)」の基準の

下に、明確に特定された連邦候補者の当選又は

落選を主張するマジック・ワードを含む「明示

的広告（Express Advocacy）」のみが法規制の

対象であるとし、マジックワードを含まない争

点広告に対する規制を違憲と判示している。

しかし、2002年の法においては、争点広告で

あっても「選挙運動通信」の定義に該当するも

のは法規制の対象となるため、原告は当該規制

の違憲無効確認及び差止命令による救済を求め

た。

⑶ コロンビア特別区連邦地裁判決

2003年５月２日、コロンビア特別区連邦地方

裁判所は、法の主要な規定の多くを違憲とする

判決を下
(注９)

した。

1600ページ余に及ぶこの判決において、３人

の判事の意見は複雑に入り組んでおり、多くの

争点について、評決は２対１であった。

この地裁判決の要旨は、以下のとおりである。

・政党の全国委員会によるソフトマネーの調達

及び拠出等を禁止する規定は違憲であり、投

票促進運動その他純粋な一般的政治活動のた

めに使用する場合には、ソフトマネーの調達

等もこれまでどおり認められる。ただし、明

確に特定された連邦候補者に言及する広告等

に対してソフトマネーを拠出することは禁止

される。

・政党の州及び地方委員会の連邦選挙に関する

活動のうち、明確に特定された連邦候補者の

支援又は攻撃等を行う公共通信のためにソフ

トマネーの拠出を禁止する規定は、合憲とす

る。

・連邦候補者及び公務員によるソフトマネーの

調達及び拠出等の禁止規定は、合憲とする。

・「選挙運動通信」の定義規定は違憲である。

したがって、この定義に基づく選挙運動通信

への企業及び労働組合の支出制限並びにこの

選挙運動通信のために年間１万ドルを超える
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費用を拠出する者に届出義務を課す規定も違

憲である。制限される選挙運動通信は、明確

に特定された候補者の当選又は落選等に言及

するものでなければならない。

・独立支出又は調整支出を選択させる規定は、

違憲である。

・未成年者による寄附を禁止する規定は、違憲

である。

上記のほか、ハードマネー寄附の上限を引き

上げる規定及び大富豪の対立候補者に対して寄

附の上限を緩和する規定については、判断を避

けた。

この地裁判決に対して原告・被告双方が控訴

し、最高裁の判断が待たれることとなった。

２ 連邦最高裁判所判決の要旨

⑴ 多数意見

スティーブンス判事及びオコナー判事がその

主要部分を執筆した多数意見（スーター、ギン

スバーグ及びブレイヤーの３判事が同意）は、

法の中心となる２つの規定（政党によるソフト

マネー調達等の禁止及び選挙運動通信の規制に

関する規定）について、いずれも合憲と判断し

た。

その主な内容は、以下のとおりである。

◇政党の全国組織のソフトマネー調達等

法は、政党の全国委員会及びその職員がソ

フトマネーの調達及び拠出等を行うことを禁

止する。原告は、この規定が政党の全国委員

会の州及び地方委員会と連携する権利を妨害

し違憲であると主張する。

しかし、政党の全国委員会への多額のソフ

トマネー寄附が腐敗を増大させることについ

ては十分な証拠があり、連邦候補者及び公務

員の腐敗を防止するためには、寄附の制限と

いう手段並びに当該規制の範囲も正当であ

る。したがって、この規定は憲法に違反しな

い。

◇政党の州・地方組織のソフトマネー調達等

法は、政党の州及び地方委員会が「連邦選

挙活動」のためにソフトマネーを使用するこ

とを禁止する。同時に、連邦選挙活動をハー

ドマネーのみか、又はハードマネー及びレビ

ン基金（Levin
(注10)

Funds)によって賄わなければ

ならないとする。

この規定がその過度の広汎さのために違憲

であるとする原告側の主張は、妥当ではない。

法は、連邦選挙運動法の下で適用されていた

原理を成文化し、連邦選挙に影響を与える目

的で行われる州及び地方委員会への寄附に対

して制限を強化しようとするもので、正当で

ある。

さらに、明確に特定された連邦候補者を支

援又は攻撃するような公共通信及びこうした

通信に使用される資金の規制は、「腐敗防止」

という政府の利益のために熟慮された結果で

あり、法律の規制を免れる脱法行為を防止す

る議会の利益によっても正当化される。

◇候補者及び公務員のソフトマネー調達等

連邦候補者及び公務員が連邦選挙に関して

ソフトマネーの調達及び拠出等を行うことを

禁止し、州及び地方選挙に関しても同様の行

為を制限する法の規定は、連邦候補者及び公

務員による腐敗防止のために熟慮された、有

効な脱法行為防止策であり、憲法に違反しな

い。

州及び地方の候補者及び公務員が連邦候補

者を支援又は攻撃するような公共通信のため

にソフトマネーの調達及び拠出等を行うこと

を禁止する規定は、支出できる金額の制限で

はなく、連邦選挙に直接的に影響を与える通

信に運用できる寄附に制限を加えるものであ

り、有効である。それはまた、公共通信につ
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いてのみ規制することにより、腐敗を招く可

能性の高いソフトマネーに焦点を合わせてい

るといえる。

◇選挙運動通信の規制

法は、「選挙運動通信」を定義付けるととも

に、企業及び労働組合等が選挙運動通信のた

めにハードマネーのみを使用することを要求

する。また同時に、選挙運動通信の製作及び

放送の費用を支出する個人又は団体に対し、

その金額等の届出を義務付けている。

原告は、バックリー対バレオ判決によって、

「マジック・ワード」を含む明示的広告とこ

れを含まない争点広告とが明確に区別された

とし、同判決以降、マジック・ワードを含む

明示的広告のみが規制対象になってきたと主

張する。

しかし、こうした区別や分類は、法規にお

けるあいまいで広汎な文言の内容を明確にす

るために生み出された法令解釈技術であり、

憲法的要請であるとはいえない。

また、一定額以上の選挙運動通信に対する

費用の報告を強いられた結果として原告が受

ける被害の見込みよりも、公開によって得ら

れる公共の利益のほうが重要である。

企業及び労働組合等が選挙運動通信にソフ

トマネーを使用することを禁止する規定につ

いても、企業等はその分離基金（Separate
 

Segregated
(注11)

Fund)を通して選挙運動通信に

資金を支出できることから、法の規定が表現

の自由を全面的に奪うことにはならない。

◇選択規定

法は、政党がその公認候補者のために独立

支出及び調整支出の双方を行うことを禁止

し、いずれか一方を選択させる規定を導入し

た。

この規定は、憲法修正第１条によって保障

された政党の無制限の独立支出をする
(注12)

権利を

侵害し、違憲である。当該規定が独立支出を

禁止するものではなく、ただ選択を強いるも

のであるという事実は、この規定を合憲とす

るものではない。

◇未成年者からの寄附

法は、18歳未満の未成年者が連邦選挙候補

者及び政党の委員会に対して寄附を行うこと

を禁止する。この規定は、憲法修正第１条が

保障する未成年者の権利を侵害するものであ

り、違憲である。

上記のほか、最高裁は、法のハードマネー寄

附の上限を引き上げる規定及び選挙運動費用を

自己資金から支出する大富豪の対立候補者に対

して寄附の上限を緩和する規定については、原

告に訴えの利益がないとして判断を避けた。

⑵ 反対意見

ケネディ判事、スカリア判事、トーマス判事

及びレンクィスト長官は、それぞれ反対意見を

述べ、多数意見は憲法修正第１条の規定を形骸

化させるものだと批判している。

中でも、最も長い約60ページに及ぶ意見を書

いたケネディ判事は、法のソフトマネー及び選

挙運動通信に関する規定の主要部分を支持した

判決に対し、表現の自由を狭めるものであると

して反対している。

ただし、多数意見が未成年者による寄附の禁

止を違憲とした点については、全判事が一致し

て賛成している。

３ 解説

本件においては、選挙過程における腐敗を防

止する政府の利益と、政治に参加し発言する国

民の権利という２つの利益をどう調整するかが

問題となった。
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最高裁はこれまで、政治資金規制を正当化す

る根拠として「腐敗防止」という政府の利益を

用いてきたが、今回の判決において多数意見は、

特に多額のソフトマネーがもたらす腐敗の危険

性を強調し、法律の実効性を担保するための議

会の立法裁量をより広く解したといえる。そし

て、バックリー判決その他の先例による合憲性

の判定基準も永久不変のものではないとし、脱

法行為を避けるため新たな立法によってこうし

た基準を見直していく議会の権能を認めてい

る。

本判決の結果は、2004年の大統領選挙及び連

邦議会議員選挙に直接影響を与えるものとして

注目されていたが、法の大部分が合憲と判断さ

れたことにより、国民の信頼失墜や政治的混乱

という事態は回避することができた。

本判決に対し、その理由付けに説得力がある

として評価する
(注13)

見解もあるが、原告の１人であ

るマコーネル上院議員は、ソフトマネーの規制

を免れている非営利団体等によって、今後も多

額の資金が流通し続けると予想して
(注14)

いる。

他方、法の提案者側であるマケイン及びファ

インゴールド両上院議員並びにシェーズ及び

ミーハン両下院議員らは、今回の合憲判決を歓

迎するとともに、さらなる監視強化や大統領選

挙資金に関する新たな立法の準備を進めて
(注15)

いる。

（注）

⑴ McConnell v.Federal Election Commission,124

S.Ct.619(2003).

⑵ 法律より下位の規則レベルでは、1990年代からソ

フトマネーの公開及び支出に関する規制が存在し

た。この点について、Anthony Corrado et al.,Cam-

paign Finance Reform:A Sourcebook.Washington,

D.C.:Brookings Institution Press,1997,pp.173-176

参照。

⑶ ソフトマネーの拡大等について、大曲薫「欧米の企

業献金規制の動向」『レファレンス』579号,1999. 4,

pp.56-58参照。

⑷ ソフトマネーは、主として①政党ソフトマネー、②

企業・労組ソフトマネー、③争点広告のためのソフト

マネーという３つのタイプに分類される。2002年超

党派選挙運動資金改革法は、①の政党ソフトマネー

を原則禁止するとともに、選挙前の政治広告等の規

制により、③の争点広告のためのソフトマネーにも

制限を加えている。L.Paige Whitaker,“Campaign
 

Finance:Constitutional and Legal Issues of Soft
 

Money.”CRS Issue Brief for Congress, IB98025,

February4,2004参照。

⑸ 超党派選挙運動資金改革法第403条⒜において、同

法の合憲性を争う裁判については、第一審をコロン

ビア特別区連邦地方裁判所、控訴審（終審）を連邦最

高裁判所で行うべきことが定められている。

⑹ 超党派選挙運動資金改革法の概要と効果等につい

て、中川かおり「2002年超党派選挙運動改革法」『外

国の立法』No.213,2002.8,pp.165-169参照。

⑺ 「独立支出」とは、明確に特定された候補者の当選

又は落選を主張する者による支出であって、当該候

補者との協調又は協力等によらずに行われるものを

いう。

⑻ マジック・ワード」とは、「～を当選させよう」、

「～に反対票を」といった候補者の当選又は落選を

明確に主張する語を指す。

⑼ McConnell v.Federal Election Commission,251

F.Supp.2d 176(D.D.C.2003).

⑽ 「レビン基金」とは、超党派選挙運動資金改革法に

よって定義された新しいカテゴリーの資金である。

個人、PAC、企業及び労働組合は、州法の定めるとこ

ろにより、政党の州及び地方委員会のレビン基金に

対して年間１万ドルまでの寄附を行うことできる。

「分離基金」とは、企業や労働組合等が間接的に寄

附を行うための組織、いわゆる PAC（政治活動委員

会）を指す。

「コロラドⅠ事件判決（518U.S.613-614(1996)）」

において連邦最高裁は、憲法修正第１条に基づいて、

アメリカ
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政党が無制限に独立支出をする権利を認めている。

Thomas E. Mann and Norman J. Ornstein,

“Separating Myth From Reality in McConnell v.

FEC.”Election Law Journal, March 2004, p.2.

＜http://www.brook.edu/views/articles/mann/

20040204.pdf＞(last access2004.2.20)

“Supreme Court Narrowly Upholds Core Cam-

paign Finance Provisions.”CQ Weekly Report,

December13,2003,p.3077.

Joseph E.Cantor,“Campaign Financing.”CRS
 

Issue Brief for Congress, IB87020, December 15,

2003,pp.13-14.
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（きりはら やすえ・政治議会課）

【短信：スウェーデン】

2002年統治法の改正と王国検査院の創設
間柴 泰治

はじめに

2002年、スウェーデンの憲法に相当する統治

法の改正が、1998年以来４年ぶりに行わ
(注１)

れた。

この年に行われた４件の改正のうち、３件はス

ウェーデンの欧州連合に関する国内法の整備を

目的としていた。すなわち、改正前の統治法が

経済分野に関してのみ欧州連合への権限委譲を

認めていたところ、外交・安全保障分野など、

それ以外の政策領域に関しても同様の権限委譲

を可能にするために行われた。

今ひとつの改正は、新たな会計検査機関の設

置を目的としたものである。すなわち、第12章

第７条の改正により、王国議会検査官（Riks-

dags revisioner、以下「議会検査官」）を廃止し、

新たに王国検査院（Riksrevisionen、以下「検査

院」）を創設するものであった。以下では、この

検査院に焦点を当て、その設立の経緯や機能、

組織、活動を紹介する。

１ 議会の政府監視機能と会計検査機関

検査院の紹介に入る前に、まず、スウェーデ

ンの統治機構全体の中で、検査院がどのように

位置付けられているのかを見てみる。

立法府の機能の一つに、行政府の監視が挙げ

られることは広く支持されている。スウェーデ

ンでも、政府の監視が王国議会の重要な機能と

とらえられていることは同様で、このことは、

統治法が「第12章 議会による監視」を特に設

け、この目的を達するための手段を定めている

ことからも明らかである。全８か条から構成さ

れるこの章は、最高裁判所裁判官の訴追につい

て定めている第８条を除くその他の条文で、①

王国議会憲法委員会、②大臣に対する質疑・質

問、③大臣に対する不信任決議、④議会オンブ

ズマン、⑤王国検査院、の５つを、政府に対す

スウェーデン
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